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１．はじめに

平成 年 月に施行された「地理空間情報活19 8

用推進基本法」において規定された「基盤地図

情報」について、国及び都道府県並びに市町村

が円滑な整備・更新及び利活用等ができるよう

な仕組み作りが重要である。そのような視点か

ら、国土地理院では平成 ～ 年度に見附市18 19

をモデルに、国及び地方自治体が基盤地図情報

を円滑に整備・更新できる手法を確立すること

を目指して、その利活用の可能性の検討を行っ

た。本発表ではその概要を報告する。
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２．基盤地図情報整備のための製品仕様書作成

見附市では、共用 の共通白地図として、GIS

都市計画図や道路台帳図等に共通して使用する

ことを目的とし、市街化区域及び道路部は地図

情報レベル 、それ以外の地域は地図情報レ1000

ベル の地形図を作成することとした（以下2500

｢見附市ハイブリット（ ）地形データ」といHB

う 。見附市 地形データ作成のため、以下の） HB

２種類の製品仕様書（案）を作成した。

①見附市製品仕様書（ハイブリッド仕様 （案））

道路部の地図項目はレベル 、それ以外は1000

レベル 。2500

②見附市 都市計画図等の製品仕様書（案）1000

すべての地図項目がレベル 。1000

製品仕様書の作成にあたっては、地理情報標



準プロファイル との整合、地理(JPGIS VER.1.0)

空間情報活用推進基本法に定められる基盤地図

情報の仕様との整合、公共測量作業規程の｢大縮

2500尺地形図図式｣との整合 「地図情報レベル、

（ ） 。 、製品仕様書 案 ｣との整合等を考慮した また

符号化仕様は 標準データ形式とした。見附DM

市 地形データの構造と利活用イメージを図HB

１に示す。

見附市 地形データの更新スキームは以下HB

の通りである。見附市 地形データは一元管HB

理されるが、更新については各部署が工事完了

後に竣工図等から速やかに更新情報を作業用レ

イヤに入力し、それを一元管理する部局が年１

～２回の頻度で部分更新を行う。また、全面修

正を５～ 年周期で行う。工事竣工図等から更10

新情報を取り込むことにより、データを最新の

状態で維持でき、最新の地形情報を即座に全庁

で共用することが可能となる。さらにデータの

更新測量が不要となり更新費用の削減となる。

また、国土地理院が管理している基盤地図情報

を活用することにより、北陸地方整備局、新潟

県及び隣接市町村の最新の基盤地図情報の取り

込みが可能となる。

３．基盤地図情報を活用した法定図書等の作成

見附市 地形データ及び基盤地図情報を活HB

用した法定図書等の作成モデルを検討した。見

附市各部局が現在作成している 種類の法定図12

書と 種類の図面について、法定図書の縮尺、23

法的根拠（法令等の条項・通知文書、整備マニ

ュアル等 、法的根拠における地形図の縮尺等に）

ついて調査を行った結果、これらの法定図書は

全て見附市 地形データから作成することがHB

可能であった。今後、地方公共団体等で法定地

図等の作成コストの削減やパソコンを活用した

効率的な施設管理等の促進を図れる。

４．見附市庁内共用 の検討GIS

見附市 地形データを活用した、見附市のHB

既存 の基図の更新、新規 の導入、庁内GIS GIS

。共用 の導入についてのモデル検討を行ったGIS

見附市において現在稼働している は、上GIS

GIS GIS GIS水道管理 、ガス管理 及び固定資産

である。見附市 地形データを既存の のHB GIS

基図として使用することは可能であるが、既存

、の が日本測地系で運用されていることからGIS

基図以外の情報の世界測地系への座標変換が必

要であり、これに経費がかかってしまう。

そのため、見附市庁内共用 の構築は、段GIS

階的にデータ、システム等の整備を行うことを

提案した。第１段階では、見附市 地形デーHB

タ、オルソフォトデータを地図管理 （仮）GIS

で運用し、あわせて既存 でも活用する。第GIS

２段階では、既存 の管理データ（ガス・上GIS

水道、地番・家屋）の図形情報（必要に応じて

） 、属性情報も含む を共用データベースに登録し

地図管理 （仮）や他の既存 で利活用すGIS GIS

る。第３段階では、庁内共用 を構築する。GIS

また、新たな個別業務別 として見附市でGIS

構築要望の高い 「道路 「下水道 」及、 」、GIS GIS

び「防災 」について、構築モデルの検討をGIS

行った。道路 の構築モデルについては図２GIS

、 。に 防災 構築モデルについては図３に示すGIS

防災 に関しては、 との連携により、GIS JAXA

水害時の状況をより早く視覚的に把握するため

の地球観測衛星「だいち」の 画像の取り込SAR

みや 最新の土地利用状況を把握するために だ、 「

いち」衛星地形図をベースマップに共用するこ

となどが特徴的である。

共用 を導入をすることにより、見附市でGIS



。の業務の効率化やコスト削減が実現可能である

今後、詳細な仕様を固め、実際の導入・活用に

生かしていく必要がある。

５．電子国土を活用した市民への情報発信

電子国土 システムを活用した市民へのわweb

かりやすい情報提供サービス方策を検討した。

検討した結果、見附市の サイトから、公共web

施設等に関する情報提供サービスが行われるよ

うになり、市民が地図を使って一層容易に行政

情報を入手できるようになった。

現在、見附市で電子国土 システムを使用web

して情報発信している｢見附市地域情報マップ｣

では、公共施設、避難場所、コミュニティバス

等の情報を配信している。この情報の背景は電

子国土 万 千分 であり、配信内容も当然な2 5 1

がら地域情報に限られ、公共施設等の大凡の位

置を示すものとなっている。現在配信している

地域情報の中でも地域境界、公共施設位置、避

難場所及びバス停等については、さらに詳細な

位置情報を配信することで行政や市民生活に有

益な情報となるものが多い。また、データは整

備されているが、まだ情報配信されていないも

のとして、土地条件図やハザードマップの情報

2 5があり、この情報の背景地図も電子国土 万

千分 である。図４に電子国土で公共施設の情1

報と土地条件図を一緒に重ね合わせて配信した

イメージを示す。

見附市 地形データを電子国土 システHB Web

ムから配信した場合は、普通建物、堅ろう建物

の殆どは 棟単位で表現される。見附市 地1 HB

形データを背景とすることで建物を単位とする

情報配信が可能となり、特に電子国土 万 千2 5

分の データの画像データで総描化されている1

市街地の建物密集地（レベル ベクトルデー2500

タでは著名な公共建物しか表示されない）は、

１棟ごとに識別ができ、各店舗等の情報を配信

することができる。見附市 地形データは商HB

店等の建物の位置情報には欠かせないデータと

なる。

６．基盤地図情報の整備・更新モデルの検討

本研究において、国・地方公共団体が保有す

る地理空間情報を活用した基盤地図情報の整備

・更新モデル（以下「見附モデル」という）を

構築した。

見附モデルの事業連携の実証として、見附市

の 地形データの整備及び国土地理院によるHB

。 、基盤地図情報の整備に取り組んだ 具体的には

まず国土地理院が空中写真の撮影と 地形デHB

ータ作成用の製品仕様書の作成を行い、次に見

HB附市はその空中写真と製品仕様書を活用して

地形データを整備し、それを活用して国土地理

院が基盤地図情報を整備し、最終的には見附市

に基盤地図情報を提供しようとするものであっ

た。

見附モデルの事業連携の実証の結果、整備コ

ストの削減や新鮮な地図データの利用が可能と

なる等の見附市と国土地理院において相互にメ

リットがある有用な事業連携モデルとなったこ

とから、今後、このモデルを広く普及させてい

く必要がある。一方、更新については、北陸地

方整備局及び新潟県が保有する道路、河川等の

、図面情報の活用の検討が十分行えなかったため

。今後更新の連携について検討をする必要がある

なお、北陸地方測量部、新潟県、見附市、国

土地理院の４者連携モデルを、図５に示す。

７．結論

国土地理院の整備する基盤地図情報は、国及



び地方公共団体が所有する既存の公共測量成果

を基に整備することとしている。本研究では、

見附市をモデルに基盤地図情報の基となる公共

測量成果の整備、更新及び利活用等に重点を置

いて検討した。今回検討した見附モデルの結果

を他の地域に適用させ、検証する必要がある。

また、検証されたモデルを普及し、基盤地図情

報を整備することにより、一層の行政の効率化

・高度化を目指し、国民が安心して豊かな生活

を営むことができる社会の実現のために、行政

。サービスをさらに充実させていくことができる
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図１ 見附市ハイブリッド地形データの構造と利活用イメージ
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図２ 道路・建設関係 構築モデルGIS

図３ 防災関係 構築モデルGIS
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図４ 電子国土 システムを使った市民向け情報発信のイメージ（公共施設と土地条件）web

図５ 北陸地方整備局、新潟県、見附市、国土地理院の４者連携モデル
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・国道路台帳附図への反映

・県道台帳附図への反映

・国、県河川基盤地図への反映

・その他各事業への反映

法定図書等への反映

庁内外における利活用への反映

成果の電子化等へ
の支援方策検討

成果の提供


